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11．．はじめにはじめに

Ｆ ＣＴフ ズⅠの評価 5者協議会で確認された高速増殖炉サ ＦａＣＴフェーズⅠの評価、5者協議会で確認された高速増殖炉サ

イクルの早期実用化に向けた取り組みを踏まえ、実証炉への燃料
供給との関係を含む今後の燃料製造技術開発の基本的考え方を供給との関係を含む今後の燃料製造技術開発の基本的考え方を
検討
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２．２．FaCTFaCTフェーズフェーズⅠⅠのまとめ（⽬的と実施内容）のまとめ（⽬的と実施内容）

 FaCTフェーズⅠの目的、概要
 FBR平衡期のFBRサイクルシステムの技術成立性と性能の評価、判断 FBR平衡期のFBRサイクルシステムの技術成立性と性能の評価、判断

 FBR平衡期の燃料製造システム
 要求性能：低除染TRU燃料、高燃焼度大型燃料集合体

システム構成 簡素化ペレ ト法＋セル内遠隔製造＋発熱対策 システム構成：簡素化ペレット法＋セル内遠隔製造＋発熱対策

 FaCTフェーズⅠの開発対象とした技術開発項目と開発内容
 プロセス技術：簡素化ペレット法の実現に必要な革新技術4課題について プロセス技術：簡素化ペレット法の実現に必要な革新技術4課題について、

小型製造試験設備を整備し、MOX試験（最大約1kgMOX規模）、ウラン試
験、コールド試験を実施。（小規模MOX試験については、現在も実施中）

脱硝 転換 造粒 元処理技術（簡素化ペレ ト法の枢要技術） 脱硝・転換・造粒一元処理技術（簡素化ペレット法の枢要技術）

 ダイ潤滑成型技術（簡素化ペレット法の枢要技術）

 焼結・O/M調整技術（簡素化ペレット法の枢要技術、高燃焼度仕様対応技術）

基礎基盤技術（簡素化ペ 法 枢要技術） 基礎基盤技術（簡素化ペレット法の枢要技術）

 設備・プラント技術：低除染TRU取扱いに必要な革新技術2課題について、
実規模モックアップ試験、部分試作試験等を実施
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 セル内遠隔設備開発（低除染TRUの放射線対策）

 TRU燃料取扱い技術（低除染TRUの発熱対策）
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２．２．FaCTFaCTフェーズフェーズⅠⅠのまとめ（プロセス技術の評価）のまとめ（プロセス技術の評価）

 プロセス技術の革新技術採否判断及び開発成果評価等
 革新技術採否判断結果 革新技術採否判断結果

 脱硝・転換・造粒一元処理技術：採用（簡素化ペレット法の原料粉末製造技術として成立
性有り）

 ダイ潤滑成型技術：採用（簡素化ペレット法のペレット成型技術として成立性有り） ダイ潤滑成型技術：採用（簡素化ペレット法のペレット成型技術として成立性有り）

 焼結・O/M調整技術：検討継続（簡素化ペレット法の焼結技術として成立性有り、ただし、
O/M調整については、高燃焼度炉心・燃料の開発成果を踏まえて、さらなる検討が必要）

 燃料基礎物性研究：採否判断対象外（簡素化ペレット法実現のために今後も継続必要） 燃料基礎物性研究：採否判断対象外（簡素化 レット法実現のために今後も継続必要）

 開発成果評価、今後の課題
 簡素化ペレット法は技術成立性の見通し有りと判断

現在進行中の小規模MOX試験により 脱硝 転換から焼結 O/M調整に至るペレ ト製 現在進行中の小規模MOX試験により、脱硝、転換から焼結、O/M調整に至るペレット製

造各段階の粉末及びペレットの特性並びにこれら特性と製造設備仕様及び処理条件との
関係を把握、整理し、簡素化ペレット法の基本的な技術を確立した上で実用化に向けた次
の開発段階に進むことが必要開発段階 進む 必要

 MA、FPの製造プロセスへの影響確認のため、MA、FPを用いた試験研究の進展が必要

 簡素化ペレット法の基本的な技術の確立、MA,FP影響確認を支える基礎物性研究の充
実が必要
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 高燃焼度燃料対応を合理的に行うためには、ゲッターオプションについても注力するとと
もに、燃料開発成果を適切に反映した燃料仕様取合いの再設定が必要
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２．２．FaCTFaCTフェーズフェーズⅠⅠのまとめ（設備・プラント技術の評価）のまとめ（設備・プラント技術の評価）

 設備・プラント技術の革新技術採否判断及び開発成果評価等
 革新技術採否判断結果

 セル内遠隔設備開発：検討継続（実機製造設備の概念を具体化した上で高い信頼性を確
認するとともに晶析技術及びMA回収技術の動向を踏まえる必要）認するとともに晶析技術及びMA回収技術の動向を踏まえる必要）

 TRU燃料取扱い技術：採用（燃料集合体組立時の成立性を確認）

 開発成果評価、今後の課題
セル内遠隔設備の代表的な保守作業の遠隔保守概念は成立見通しありと判断 セル内遠隔設備の代表的な保守作業の遠隔保守概念は成立見通しありと判断

 セル内遠隔製造システムの成立性を判断するためには、簡素化ペレット法の基本的な技
術を確立し、実機設備概念を固めた上で、設備信頼性、想定すべき保守作業、遠隔保守
性等の総合的な評価が必要性等の総合的な評価が必要

 燃料集合体組立時の発熱対策技術については、成立性有りと判断

 簡素化ペレット法の原料保管法の見直し（溶液での保管→粉末での保管）に対応した原
料粉末保管時の発熱対策についての検討が必要料粉末保管時 発熱対策 検討 必要
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３．研究開発を取り巻く状況３．研究開発を取り巻く状況

 高速増殖炉サイクルの早期実用化に向けた取り組みについて

（平成22年7月2日 五者協議会）（平成22年7月2日、五者協議会）
 2025年実証炉、2050年前の実用炉の実現を目指して着実に研究開発

 低除染MAリサイクルに関連する技術については、実現までに比較的長期低除染 リサイクル 関連する技術 は、実現ま 比較的長期
の基盤的な研究開発が必要

 燃料サイクルについては、軽水炉から高速増殖炉への移行期を念頭に置
きつつ 段階を踏んだ開発を進めるきつつ、段階を踏んだ開発を進める

 燃料製造技術開発については、第１ステップとして実証炉燃料を高除染
MOX燃料として経済性向上技術の成果を反映した製造プロセスで量産し、
第2ステップで低除染MA含有燃料製造プロセスを実現し、適切な時期から

実証炉の取替燃料として装荷することを目指すことを基本的な方針として開
発計画を策定し、2015年に燃料製造技術の実用化像を提示発 策定 、 燃料製 技 実 像 提

 高速増殖炉サイクルの実用化を一層円滑に進めていくため、関係五者の役
割分担を本年度中に検討して、五者で共有
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４．４．FaCTFaCTフェーズフェーズⅡⅡにおける燃料製造技術開発の進め⽅における燃料製造技術開発の進め⽅
-- 技術開発⼿順技術開発⼿順 --

 低除染燃料製造システム完成までの技術開発手順
 特に留意すべきポイント 特に留意すべきポイント

 燃料を安定的に供給するには、高いレベルの製品品質安定性、設備運転信頼性、プラン
トのトラブル対応性が必要

 特に低除染燃料製造システムでは、運転信頼性、トラブル対応性の要求レベル高い 特に低除染燃料製造システムでは、運転信頼性、トラブル対応性の要求レベル高い

 高除染簡素化ペレット法製造システムでの量産実績を蓄積し、品質安定性、運転信頼性
、トラブル対応性を実機により確認した上で、低除染関連技術を組み入れた低除染燃料
製造システムへ移行することにより、低除染燃料の安定供給可能

 高除染燃料製造システム開発手順
 燃料製造技術（現行法プロセス技術、GB設備・プラント技術）の高度化と簡素化ペレット法

基本技術確立基本技術確

 簡素化ペレット法実機設備・プラント概念構築

 簡素化ペレット法実機設備・プラントでの高除染燃料製造及びプラント運転実績蓄積

 低除染燃料製造システム開発手順 低除染燃料製造システム開発手順
 製造システム低除染化のための技術開発（低除染TRU燃料リサイクル試験によるプロセ

ス技術開発、遠隔保守・除熱等に関する要素技術開発）

 実績を蓄積した高除染燃料製造システムに低除染 遠隔技術等を組込んで 低除染製造
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 実績を蓄積した高除染燃料製造システムに低除染、遠隔技術等を組込んで、低除染製造
システムへ移行
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４．４． FaCTFaCTフェーズフェーズⅡⅡにおける燃料製造技術開発の進め⽅における燃料製造技術開発の進め⽅
-- 段階的開発段階的開発 --

 燃料供給計画（2025年を運転開始目標とする実証炉への燃料供給、実用化時
期の燃料供給）と技術開発手順を踏まえて、2ステップで高速炉燃料を実用化

 第１ステップ 第１ステップ
 現行技術の高度化、実用化技術の部分適用による高除染MOX燃料製造

（第１ステップ初期）

高除染簡素 プ 技術を適 高除染 料製造 高除染簡素化プロセス技術を適用した高除染MOX燃料製造

（第１ステップ後期、第２ステップ技術の実証）

 第２ステップ
 低除染簡素化プロセス技術を適用した低除染MA含有燃料製造

2025年頃 実⽤化時期

第1ステップ：
⾼除染MOX燃料製造

現⾏技術の
改良・⾼度化 ⾼除染簡素化ペレット法

第2ステップ：
低除染MA含有燃料製造

低除染簡素化ペレット法
量産技術実証 → 実⽤化
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実証炉初装荷燃料、初期取替燃料 実証炉取替燃料、実⽤炉



４．４． FaCTFaCTフェーズフェーズⅡⅡにおける燃料製造技術開発の進め⽅における燃料製造技術開発の進め⽅
-- 各段階の技術各段階の技術 --

各開発段階に適用する製造プロセス、設備、プラント技術

高速炉燃料製造
開発段階

【現状】
燃料製造基本技術
確立

【第1ステップ初期】

技術高度化、燃料仕
様、原料高次化への

【第1ステップ後期】

簡素化ペレット法適用
（経済性向上等の直接

【第2ステップ目標】
MA含有燃料製造

技術、遠隔製造技
対応 効果＋遠隔製造用製造

技術確立）
術確立

実証炉燃料製造
との対応

初装荷燃料、
取替燃料初期

取替燃料
適切な時期の取替
燃料からとの対応 取替燃料初期 燃料から

燃料製造プロセス 粉末混合法 粉末混合法を高度化 簡素化ペレット法 簡素化ペレット法

燃料製造設備 自動運転だが、
監視 調整必要

自動運転の信頼性向
上で監視 調整軽減

自動運転で監視・調整
原則不要

同左。
耐放射線対策必要監視、調整必要。

設備寿命は10～15
年。

上で監視、調整軽減。
設備寿命20年以上、

又は一部のみを更新
する設計。

原則不要。
設備長寿命化追求。

耐放射線対策必要。

燃料製造プラント
概念

グローブボックス

（自動運転、直接保
守）

グローブボックス

（自動運転、直接保守
の高度化）

グローブボックス

（自動運転、一部遠隔保
守）

セル
（完全遠隔保守）
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４．４． FaCTFaCTフェーズフェーズⅡⅡにおける燃料製造技術開発の進め⽅における燃料製造技術開発の進め⽅
-- 開発計画検討における重要なポイント開発計画検討における重要なポイント --

 十分な工学的信頼性の確保
 東海MOX施設、海外MOX施設等での経験を十分踏まえ、工学的な信頼性を十分確保する

ためのR&Dを的確に行うことためのR&Dを的確に行うこと。

 取扱い規模拡大、MA及びFP含有による影響を適切に評価するとともに、燃料製造の基盤的
な技術、稼働率向上のための共通設備技術にも注目すること。

 十分なロバスト性の確保 十分なロバスト性の確保
 工程条件の変動、性能の変化に対して対応可能であること。

 技術的な盲点の排除
 産業界、大学、研究機関等の関係者のご意見、関連する最新技術開発動向に常に注意を払

い参考とすること。

 国際動向の注視
 各国の特色、事情を十分踏まえたうえで、フランス等諸外国の開発動向に常に注意を払い参

考とすること。

 核燃料サイクル全体の最適化
 炉、燃料、再処理等サイクル全体にわたり、トレードオフ関係を踏まえた最適化を行い、これ

に基づく技術選択、目標の設定を行うこと。

 廃棄物に対しては、MAリサイクルや低除染化等に伴う種々の得失を評価し、総合的な視点
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から取り組み方を決めること。



4.4. FaCTFaCTフェーズフェーズⅡⅡにおけるにおける燃料製造技術開発の進め⽅燃料製造技術開発の進め⽅
-- 20152015年時点の成果イメージ年時点の成果イメージ --

プ 念検 プラント概念検討
 燃料製造施設実用化像 (低除染簡素化ペレット技術・遠隔保守技術の具体

化を踏まえたプラント概念と概略コスト評価)の提示

 個別の技術開発

 現状技術の改良・高度化
 燃料仕様の最適化 造粒プロセスの改良 自動運転などについて 実証炉初装 燃料仕様の最適化、造粒プロセスの改良、自動運転などについて、実証炉初装
荷燃料製造施設準備に必要な技術情報を整備

 簡素化ペレット法技術
脱硝 転換 造粒 元処理技術 ダイ潤滑成型技術 焼結 O/M調整技術 ペレ 脱硝・転換・造粒一元処理技術、ダイ潤滑成型技術、焼結・O/M調整技術、ペレッ
ト検査技術など簡素化ペレット法の基本技術を確立

 低除染MA含有燃料対応技術
 ペレット規模の低除染リサイクル試験などにより、プラント概念絞り込みに必要な
データを取得

 2015年以降の技術開発、技術実証計画の提示年以降の技術開発、技術実証計画の提示

 実証炉初装荷燃料製造に適用する技術開発成果に基づく設備整備を含めた
燃料製造計画を整理

 上述に加えて簡素化ペレット法・低除染MA含有燃料の製造に適用するプロ
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 上述に加えて簡素化ペレット法・低除染MA含有燃料の製造に適用するプロ
セスの基本技術開発成果などを踏まえ、技術実証の進め方を含めた以降の
技術開発計画を整理



４．４． FaCTFaCTフェーズフェーズⅡⅡにおける燃料製造技術開発の進め⽅における燃料製造技術開発の進め⽅
-- 燃料製造技術開発ロードマップ燃料製造技術開発ロードマップ --

2010年頃 2015年頃 2030年頃2020年頃

▽ ▽

2050年頃

FaCT革新技術採否判断とR&D計画見直し ・ﾌﾟﾗﾝﾄ概念の絞り込み ▽実証施設整備／建設 ▽ ▽▽ ▽

設計研究Ⅰ
☆施設概念検討

☆セル遠隔製造（小型セル
方式）

設計研究Ⅱ

☆実用プラント施設の概念検討
☆技術実証施設の検討

FaCT革新技術採否判断と &D計画見直し ﾌ ﾗﾝﾄ概念の絞り込み
・FBR導入に係るｻｲｸﾙｺｽﾄ
試算提示

・以降のR&D項目の整理
・技術実証方法確定

▽実証施設整備／建設
の判断

▽ ▽

粉末混合法適用技術

製造法によらない

【反映先の観点からの技術分類】

粉末混合法適用技術

製造法によらない

【反映先の観点からの技術分類】

B

A

実証炉初装荷燃料製造に反映する簡素化

従来プロセス技術の改良

（高度化Ⅰ）

実証炉仕様対応製造技術
実証炉仕様対応製造技術

（高度化Ⅱ）

簡素化ペレット法技術開発

簡素化ペレット法適用技術

製造法によらない
共通技術

低除染化
技術

簡素化ペレット法適用技術

製造法によらない
共通技術

低除染化
技術

A-1, A-2

B-5, B-8, B-9, B-10

B
D

C

要素技術開発の
実施

（注）低除染燃料製造実証施設、実証炉低除
染燃料製造、実用炉燃料製造（高除染、低
除染）の実現時期は2015年頃に暫定判断し、
2030年頃に確定する。

ODS被覆管の加工技術
簡素化ペレット法技術開発

実証炉初装荷燃料製造に反映する簡素化
プロセス技術

多元系燃料データベースの構築等MOX用物性データベースの構築等

簡素化ペレット法技術開発

B-1, B-2, B-3, B-4

C-1, C-2, C-3

基本概念開発 信頼性向上、高度化

多元系燃料デ タベ スの構築等

MOX

MOX用物性データベースの構築等

高除染用製造設備技術高度化Ⅰ
高除染用製造設備技術高度化ⅡA-2, B-1, B-2, B-3, B-6

B-7

第2ステップ：第1ステップ初期：現⾏技術 第1ステップ後期

【低除染燃料製造実証施設（注）】
プロセス開発；ペレット規模 プロセス開発；ピン規模

量産技術実証

実証炉燃料製造
製造試験

量産経験量産経験

D-1
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低除染簡素化法製造の改良・⾼度化による製造 ⾼除染簡素化法製造 量産経験量産経験



４．４． FaCTFaCTフェーズフェーズⅡⅡにおける燃料製造技術開発の進め⽅における燃料製造技術開発の進め⽅
-- 20152015年までの開発計画案：粉末混合法適⽤技術年までの開発計画案：粉末混合法適⽤技術 --

開発要素 目的 現状 開発内容 目標

造粒プロセスの
改良

造粒プロセスを改
良することにより、

現在、FBR用MOX燃料製造にはタブレット造粒法が
採用されているが、造粒設備の処理能力が上がら

（１）半乾燥系工程用転動造粒法の開発
簡素化ペレット法用の造粒法として開発中の転動造粒法（臨界

実証炉初装荷燃料
製造に適用する造改良

A-1
良する より、
粉末混合法ペレッ
ト製造の合理化を
図り、実証炉初装
荷燃料製造に反
映する。

採用され る 、造粒設備 処理能力 ら
ず製造ラインのボトルネックとなっており、ホールド
アップ、高次化Puの熱対策、被ばく管理上の課題に
もなっている。

簡素化 ッ 法用 造粒法 し 開発中 転動造粒法（臨界
管理上は減速系)を臨界管理上は半乾燥系の粉末取扱い工程
に組み入れることについての実現性を見通す。
（２）タブレット造粒の改良
タブレット造粒改良の予察試験を行い、改良効果について評価
する。
（３）造粒法の選定及び試験

製造 適用する造
粒設備の設計に必
要な情報を整備す
る。

（３）造粒法の選定及び試験
上記（１）、（２）の結果をもとに実証炉初装荷燃料製造に適用す
る造粒法を選定し、ウラン試験、MOX試験によりその有効性を
確認する。

混合プロセスの
合理化
A-2

粉末混合プロセス
を改良することに
より、粉末混合法

【ボールミル規模】FBR用MOXボールミルの規模拡
大で当該設備の処理能力増加の直接的効果の他、
製品分析数削減等の間接的合理化効果が期待でき

（１）ボールミルの処理規模増加
大容量ボールミルを開発し、試作機と模擬粉末を用いた試験で
性能を確認する。

実証炉初装荷燃料
製造に適用する混
合設備の設計に必より、粉末混合法

ペレット製造の合
理化を図り、実証
炉初装荷燃料製
造に反映する。

製品分析数削減等の間接的合理化効果が期待でき
る。

【規格外品のリサイクル】現在、規格外品は粉化処
理後粉砕・混合工程にリサイクルされているが、造
粒工程/成型工程間にリサイクルすることで、造粒工
程までの粉末取扱い量の低減が可能となる

性能を確認する。
（２）乾式リサイクル混合技術開発
乾式回収粉と造粒粉（原料粉をボールミル後造粒）の混合に適
用可能な混合機を選定し、試作機と模擬粉末を用いた試験で性
能を確認する。
（３）工学規模試験機整備
工学規模試験機を設計 製作し 模擬粉末を用いた工場試験で

合設備の設計に必
要な情報を整備す
る。
燃料サイクル実証
施設、実用施設の
乾式リサイクル法
の基本技術確立に程までの粉末取扱い量の低減が可能となる。 工学規模試験機を設計、製作し、模擬粉末を用いた工場試験で

設計通りの性能が得られることを確認する。開発に際し、将来
の合理的な設備更新に配慮した設計とするなど、廃棄物低減を
目指した設備開発のモデルケースとする。

の基本技術確立に
反映する。
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４．４． FaCTFaCTフェーズフェーズⅡⅡにおける燃料製造技術開発の進め⽅における燃料製造技術開発の進め⽅
-- 20152015年までの開発計画案：両製造法に共通の技術（１／４）年までの開発計画案：両製造法に共通の技術（１／４） --

開発要素 目的 現状 開発内容 目標

ダイ潤滑
成型技術

添加剤を使用しないダイ
潤滑成型法を開発するこ

【レシプロ式成型機】FaCTフェーズⅠでレシ
プロ式ダイ潤滑成型技術についての開発を

（１）レシプロ式成型機の小規模MOX試験
脱硝・転換・造粒一元処理により得られたMOX粉末を用い

燃料サイクル実証施設、
実用施設に適用する成

B-1 とにより、簡素化ペレット
法の成型技術を確立し、
燃料サイクル実証施設、
実用施設に反映するととも
に、粉末混合法の成型技
術を改良し 実証炉初装

行い、実用化のための革新技術として採用
と判断し、今後、簡素化ペレット法実用施設
の成型技術として開発を継続することとした。

【ロータリー式成型機】一方、実証炉用高除
染燃料製造においては グローブボックス

た小規模MOX試験を行い、原料粉末特性、成型条件、成
型体特性及び製品ペレット品質の間の関係を把握、整理し、
原料粉末特性に関する要求事項、成型条件を評価する。

（２）ロータリー式成型機の開発
ロータリー式成型機用のダイ潤滑機構を選定し 試験機を

型工程の基本技術を確
立する。
実証炉初装荷燃料製造
に適用する成型設備の
設計に必要な情報を整
備する術を改良し、実証炉初装

荷燃料製造に反映する。
染燃料製造においては、グローブボックス
用成型機のプレス圧の制約から、レシプロ
式成型機では処理能力が現行設備より低
下するため、ロータリー式成型機が利用で
きれば、合理化効果が大きい。

ロータリー式成型機用のダイ潤滑機構を選定し、試験機を
製作し、成型試験及びメンテナンス性試験を行い、実証炉
初装荷燃料への適用について、レシプロ式との比較評価を
行う。

備する。

焼結・
O/M調整技術

B-2

簡素化ペレット法の焼結
技術及び高燃焼度燃料用
のO/M調整技術を確立し、

FaCTフェーズⅠの結果、焼結技術について
は実用化技術としての見通しが見られたが、
O/M調整技術については、O/M比仕様が

小規模のバッチ炉及び連続炉模擬横型炉を用いた数kg
オーダーの焼結・O/M調整試験を実施する。試験結果をも
とに、焼結体密度又はO/M比のバラツキの評価、熱処理条

燃料サイクル実証施設、
実用施設に適用する焼
結・O/M調整工程の基調 技術を確 、

燃料サイクル実証施設、
実用施設に反映するととも
に、粉末混合法の焼結技
術を改良し、実証炉初装
荷燃料製造に反映する。

調 技術 、 仕様
1.97以下の場合、必要な熱処理時間が長く、
燃料製造コストへの影響が大きいことから、
採用の判断には至っていない。

、焼結体密度 ラ 評価、熱処 条
件の最適化、炉の管理技術の評価を通して熱処理時間と
焼結体密度又はO/M比の関係を整理する。また、炉内の
温度、ガス流及び酸素分圧の空間分布を評価するガス流
動解析技術を開発し、量産規模の設備の設計手法を開発
する。
高燃焼度燃料については 酸素ゲッター等の開発も行い

結 調 程
本技術を確立する。また、
高燃焼度燃料のO/M仕
様設定に反映する燃料
製造上の影響をとりまと
める。
実証炉初装荷燃料製造高燃焼度燃料については、酸素ゲッター等の開発も行い、

高燃焼度燃料製造時の耐腐食方策の対応可能範囲と燃
料製造への影響を評価し、O/M比仕様設定に反映するとと
もに革新技術（焼結・O/M調整技術）の採否判断を行う。

実証炉初装荷燃料製造
に適用する焼結設備の
設計に必要な情報を整
備する。
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４．４． FaCTFaCTフェーズフェーズⅡⅡにおける燃料製造技術開発の進め⽅における燃料製造技術開発の進め⽅
-- 20152015年までの開発計画案：両製造法に共通の技術（２／４）年までの開発計画案：両製造法に共通の技術（２／４） --

開発要素 目的 現状 開発内容 目標

乾式リサイク
ル技術

簡素化ペレット法製造
施設の核燃料物質管

【簡素化ペレット法】規格外品の湿式リ
サイクルを前提としており、乾式リサイ

粒度調整機能を有するペレット粉砕設備を整備し、MOX試験を
行って、乾式回収粉を乾式リサイクル混合に適した粒度に調整

燃料サイクル実証施設、実用
施設に適用可能な乾式リサイ

B-3 理の柔軟性向上の観
点から規格外品の乾
式リサイクル法を確立
するとともに、本技術を
実証炉初装荷燃料製
造の合理化に反映す

クルの開発は行っていない。

【粉末混合法】現在、規格外品は粉化
処理後粉砕・混合工程にリサイクルされ
ているが、造粒工程/成型工程間にリサ
イクルすることで 造粒工程までの粉末

する技術を開発する。 クル法の基本技術を確立する。
実証炉初装荷燃料製造に適用
するペレット粉砕設備の設計に
必要な情報を整備する。

造の合理化に反映す
る。

イクルすることで、造粒工程までの粉末
取扱い量の低減が可能となる。

焼結体外径
制御

遠隔燃料製造の大き
な課題であるペレ ト

現状、ペレット外径を精密に制御できな
いため 焼結体外径目標値を燃料仕様

マイクロフォーカスCTスキャンによる成型体の外径分布、密度
分布等の評価 簡素化ペレ ト法の小規模MOX試験やMOX製

燃料サイクル実証施設、実用
施設及び実証炉初装荷燃料製制御

B-4
な課題であるペレット
研削工程を不要にする
技術を確立し、燃料サ
イクル実証施設、実用
施設及び実証炉初装
荷燃料製造施設に反

いため、焼結体外径目標値を燃料仕様
中央値より大きめに設定し、検査仕様
を満足しないペレットに外周研削を施し
ている。微細な研削粉は、再利用が困
難で、ホールドアップの原因にもなり、
燃料製造上の大きな負担となっている。

分布等の評価、簡素化ペレット法の小規模MOX試験やMOX製
造プロセスのシミュレーション技術開発（B-7）の成果に基づき、
造粒粉末の粒度や破壊強度などの特性、成型パターンと成型
体の外径分布の関係、さらに焼結における収縮を考慮した外
径変化を評価する手法を確立する。これを用いて実証炉燃料
ペレット焼結体の外径分布の管理可能範囲を評価し、燃料仕

施設及び実証炉初装荷燃料製
造施設のペレット研削工程削
除に関する判断に必要な燃料
製造側の情報を整備する。

映する。 様検討（B-5)に反映する。

燃料仕様の 炉内性能と製造性の FBR用MOXペレットにおいては、ペレッ 燃料仕様のうち、特に最適化の効果が大きいと考えられる線 製造合理化のための燃料仕様、
最適化検討

B-5
取合いを最適化した実
証炉燃料仕様を定め、
燃料サイクル実証施設、
実用施設及び実証炉
初装荷燃料製造施設
に反映する

トの密度及び外径に関する仕様がペ
レット製造・検査工程に大きな影響を与
える。特に、低除染燃料、中空燃料にお
いては、燃料仕様の最適化による燃料
製造での負担軽減効果が大きい。

密度仕様の導入可能性について検討するとともに、ペレット研
削削除を可能にするペレット外径仕様を対象として、燃料設計
上の要求と燃料製造上の影響を整理する。

検査基準の案を提示し、実証
炉燃料の基本設計に反映する。
基本設計結果を燃料サイクル
実証施設、実用施設及び実証
炉初装荷燃料製造施設の設計
条件とする
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４．４． FaCTFaCTフェーズフェーズⅡⅡにおける燃料製造技術開発の進め⽅における燃料製造技術開発の進め⽅
-- 20152015年までの開発計画案：両製造法に共通の技術（３／４）年までの開発計画案：両製造法に共通の技術（３／４） --

開発要素 目的 現状 開発内容 目標

ペレット
検査技術

実証炉燃料仕様に対応する
とともに 自動化 運転保守

現行の「常陽」及び「もんじゅ」用のペレット仕
上検査設備は自動化されているが ペレット

燃料仕様最適化検討（B-5）の結果に対応したペレッ
ト検査方法を検討するとともに 最新のロボット及び

燃料サイクル実証施設、実
用施設に適用するペレット検査技術

B-6
とともに、自動化、運転保守
性を高めたペレット検査設
備概念を構築し、燃料サイ
クル実証施設、実用施設及
び実証炉初装荷燃料製造
施設に反映する。

上検査設備は自動化されているが、ペレット
取扱い異常、データ測定異常等のトラブル発
生頻度を減少する等、自動運転技術の信頼
性向上が必要である。また、中空ペレット採
用等の実証炉燃料仕様への対応が必要で
ある。

ト検査方法を検討するとともに、最新のロボット及び
センシング技術を取り入れ、自動運転の信頼性を向
上させたペレット検査設備概念を構築する。
自動化技術についての要素技術開発及び試作試験
を経て、量産設備の試作及びモックアップ試験を行
い、性能を確認する。

用施設に適用するペレット
検査工程の基本技術を確
立する。
実証炉初装荷燃料製造に
適用するペレット検査設備
の設計に必要な情報を整
備する備する。

基盤技術開発
（MOX用物性
データベース

MOX燃料の物性データの取
得、データベース化、理論的
に説明可能な物性式の作成

格子定数、酸素ポテンシャル、融点、熱伝導
率、酸素化学拡散係数などの測定を実施し、
測定データのデータベースを作成した また

製造技術及び燃料設計に反映するために、拡散係
数、弾性定数、熱膨張率、融点、熱伝導率、比熱な
どのデータ測定を進めるとともに 蒸気圧測定装置

簡素化ペレット法技術開発
（B-1～4）の考察、評価に
用いる物性データ等を整備デ タベ ス

構築）
B-7(1)

に説明可能な物性式の作成
を行い、MOX燃料の製造、
設計及び照射挙動評価の
基礎物性データを提供する。

測定デ タのデ タベ スを作成した。また、
製造技術及び燃料設計に反映するために物
性式を作成し、MA含有MOX燃料の照射燃料
設計や低O/M-MOX燃料製造技術へ反映し
た。

どのデ タ測定を進めるとともに、蒸気圧測定装置
の整備を行い、測定に着手する。また、照射挙動モ
デルの開発を目指して、温度勾配下における物質移
動に関する基礎特性を取得する。さらに、計算科学
による物性値予測手法を開発する。

用いる物性デ タ等を整備
するとともに、実証炉燃料
基本設計及び許認可データ
に使用する物性データ等を
提供する。

基盤技術開発
（MOX製造プロセ
スのシミュレー
ション技術）

適切な製造条件を効率的に
見出すために、原料粉、造
粒粉、焼結及びO/M調整に
かかわる基礎データを取得

MOX燃料の熱処理中のO/M変化及び焼結
特性に関する基礎特性を把握した。また、模
擬粉末を用いた粒子充填挙動シミュレーショ
ン技術の開発を進めている

粒度分布、破壊強度、摩擦係数などを測定するため
の粉末特性評価装置を整備し、造粒粉の製造条件
をパラメータとして測定を実施する。測定データをもと
に DEM法（離散要素法）による粒子挙動シミュレー

粉末挙動シミュレーション技
術及び焼結・O/M変化予測
技術を開発し、実証炉初装
荷燃料の製造条件設定にション技術）

B-7(2)
かかわる基礎デ タを取得
し、燃料製造の各工程にお
ける挙動を予測・評価する
技術及び最適製造条件の
評価手法を開発する。

ン技術の開発を進めている。 に、DEM法（離散要素法）による粒子挙動シミュレ
ション技術の開発を行う。また、焼結・O/M挙動では、
熱処理中のO/M、密度、結晶粒径、外径などの変化
速度を評価と高温X線回折装置を整備しプルトニウ
ムとウランの均質化挙動の評価を行うことによって、
それらを予測・評価する手法の開発を行う。

荷燃料の製造条件設定に
反映するとともに、簡素化
ペレット法技術開発（B-1～
4）の考察、評価に用いる。
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４．４． FaCTFaCTフェーズフェーズⅡⅡにおける燃料製造技術開発の進め⽅における燃料製造技術開発の進め⽅
-- 20152015年までの開発計画案：両製造法に共通の技術（４／４）年までの開発計画案：両製造法に共通の技術（４／４） --

開発要素 目的 現状 開発内容 目標

仕様・構造の 炉内性能、製造性、再処理 従来の「もんじゅ」燃料等の燃料集合体及 実証炉の設計要求を満たしつつ、安価で製造 取合いを最適化した燃料集合
最適化検討

B-8
性等の取合いを最適化した
実証炉燃料集合体の構造
及び仕様を定め、燃料サイ
クル実証施設、実用施設及
び実証炉燃料初装荷燃料
製造施設に反映する

び燃料ピンの設計実績をベースに、内部
ダクト、集合体の大型化等の実証炉燃料
に特徴的な構造、仕様に関する設計・試
作を中心に実施している。
燃料製造、再処理との取合いに関する本
格的な検討を本年度着手した

しやすく解体しやすい集合体構造を実現するた
め、ラッパ管形状、内部ダクト、燃料ピン固定方
式、端栓形状等について構造検討を行い、試
作試験、組立試験、機能試験を実施する。

体構造及び燃料仕様の案を提
示し、実証炉燃料の基本設計
に反映する。基本設計結果を
燃料サイクル実証施設、実用
施設及び実証炉初装荷燃料
製造施設の設計条件とする製造施設に反映する。 格的な検討を本年度着手した。 製造施設の設計条件とする。

ピン加工・
集合体組立

実証炉燃料集合体構造及
び燃料仕様に対応するとと

現行の「常陽」及び「もんじゅ」用の加工組
立設備で自動化加工組立技術は確立して

実証炉燃料集合体構造及び燃料仕様の最適
化検討（B-8）と連携して、馬乗り型燃料ピン支

燃料サイクル実証施設、実用
施設に適用する加工組立工程

技術
B-9

もに、自動化、運転保守性
を高めたピン加工、集合体
組立設備概念を構築し、燃
料サイクル実証施設、実用
施設及び実証炉初装荷燃
料製造施設に反映する

いるが、実証炉燃料に適用するには、集
合体の大型化、ラッパ管肉厚増加、集合
体構造の複雑化等の構造、仕様の変更に
対応するとともに、発熱、線源強度の増加
を考慮する必要がある。

持構造、内部ダクト付ラッパ管構造、厚肉ラッ
パ管等の実証炉燃料に特徴的な構造に対応し
た遠隔自動組立技術の開発を行うとともに、高
発熱バンドルのラッパ管挿入技術開発、集合
体組立設備と検査設備の合体合理化等を行う。

の基本技術を確立する。
実証炉初装荷燃料製造に適
用する加工組立設備の設計に
必要な情報を整備する。

料製造施設に反映する。

高燃焼度
ODS被覆管
溶接技術

ODS被覆管の抵抗溶接技
術及び非破壊検査技術を
開発し、実証炉高燃焼度燃

開発途上のODS被覆管材を用いた小規模
試験により、抵抗溶接技術及び超音波検
査技術の開発を行い、要求条件を満足す

（１）溶接・検査技術開発
今後のODS被覆管材の開発成果にもとづき、
抵抗溶接及び超音波検査の方法、条件の改良、

ODS被覆管の溶接、検査方法
を選定し、燃料サイクル実証
施設、実用施設及び実証炉高

B-10 料の燃料ピン加工に反映
する。

る溶接・検査が可能であることを確認した。
今後のODS被覆管材の開発とリンクして、
溶接・検査技術開発を継続するとともに、
量産化への対応、溶接部強度評価が必要
である。

見直しを行う。また現在、検査法として選定して
いる超音波検査法に代わる水を使用しない非
破壊検査法についての調査、検討を行う。
（２）溶接部強度評価
溶接部の強度試験を実施し、燃料設計に用い
る溶接部強度デ タを整備する

燃焼度燃料製造施設の設計
に反映する。
溶接部強度基準を整備し、実
証炉高燃焼度燃料設計で用い
る。
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４．４． FaCTFaCTフェーズフェーズⅡⅡにおける燃料製造技術開発の進め⽅における燃料製造技術開発の進め⽅
-- 20152015年までの開発計画案：簡素化ペレット法適⽤技術年までの開発計画案：簡素化ペレット法適⽤技術 --

開発要素 目的 現状 開発内容 目標

Pu富化度
調整技術

C-1

簡素化ペレット法の溶液混
合によるPu富化度調整技
術を確立し 燃料サイクル

現時点までに、工学規模の装置に
おける模擬溶液によるコールド試
験により 必要な精度のPu富化度

工学規模の装置において、硝酸ウラニルと硝酸プルトニウム
の混合溶液を用いてPu富化度調整試験を実施し、Pu富化度
調整精度評価及び調整精度向上手法の検討を行う

燃料サイクル実証
施設、実用施設に
適用するPu富化度C 1 術を確立し、燃料サイクル

実証施設、実用施設に反
映する。

験により、必要な精度のPu富化度
調整ができる見通しを得ている。

調整精度評価及び調整精度向上手法の検討を行う。 適用するPu富化度
調整工程の基本技
術を確立する。

脱硝・転換・造粒 簡素化ペレット法の脱硝・ 東海転換施設や六ヶ所再処理工 5kgHMバッチに対応した実規模試験装置を整備し、硝酸ウラ 燃料サイクル実証
一元処理技術

（脱硝・転換技術）
C-2(1)

転換・造粒一元処理技術を
確立し、燃料サイクル実証
施設、実用施設に反映する。

場で2kgHM/バッチの脱硝・転換処
理実績が蓄積されている。FaCT
フェーズⅠでは、計算やコールド
試験により、バッチサイズを5kgHM
に拡大できる見通しを得た。

ニル溶液の脱硝・転換試験を実施し、マイクロ波脱硝・転換工
程のスケールアップ効果を評価する。MOXを処理する場合と
の差異を考慮した上で、MOX燃料用システムとしての成立性
を確認するとともに、今後の設備設計に反映すべき開発課題
を摘出する。
5k HMの大規模バ チの加熱 脱硝 転換プロセスの効率化

施設、実用施設に
適用する脱硝・転
換・造粒工程の基
本技術を確立する。

5kgHMの大規模バッチの加熱、脱硝、転換プロセスの効率化
のための調査、試験を行う。

脱硝・転換・造粒
一元処理技術

(造粒

FaCTフェーズⅠで行った小規模
MOX試験、実規模コールド試験等
において 転動造粒法により流動

小規模MOX試験により、転動造粒法の造粒挙動データを蓄
積し、得られる粉末をペレット製造試験（B-1～3)で使用する。
容器共用化一元処理概念を本格導入し 小規模MOX試験と(造粒、

一元処理技術）
C-2(2)

において、転動造粒法により流動
性の良好な顆粒が得られ、適切な
設備設計、運転条件設定により短
時間で高収率の造粒が可能であ
るとの見通しを得た。

容器共用化 元処理概念を本格導入し、小規模MOX試験と
実規模ウラン試験で粉末特性、運転性等を確認する。
実規模造粒装置に乾燥装置等を付加して造粒設備システム
を整備し、コールド試験により、造粒設備システム全体（自動
運転を含む）としての性能を確認する。

湿式リサイクル
技術
C-3

簡素化ペレット法の規格外
品の湿式リサイクル技術の
改良法の可能性を検討し、
燃料サイクル実証施設、実
用施設に反映する

FaCTフェーズⅠ設計において規
格外品は銀触媒による硝酸溶解
後に再利用するとしているが、銀
触媒溶解設備の建設費負荷が大
きい

硝酸溶解性が劣る未焼結の原料粉の溶解性向上策の検討
を行う。

リワーク技術改良
の可能性を判断す
る。
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４．４． FaCTFaCTフェーズフェーズⅡⅡにおける燃料製造技術開発の進め⽅における燃料製造技術開発の進め⽅
-- 20152015年までの開発計画案：低除染化技術年までの開発計画案：低除染化技術 --

開発要素 目的 現状 開発内容 目標

低除染燃料製 高除染燃料製造施 Np、Am及び模擬FPを用いた実験室規模の （１）小規模リサイクル試験 燃料サイクル実証低除染燃料製
造対応技術

D-1

高除染燃料製造施
設を低除染化する
ために必要となる
製造プロセス技術
及び設備・プラント
技術の開発を行い、
燃料サイク 実証

p、 及び模擬 を用 た実験室規模の
MOX試験の結果、FaCTサイクルの燃料組成範
囲では、MA及びFPの含有によるMOXペレット
製造プロセス技術への影響は小さいと判断した。
遠隔燃料製造については、モックアップ試験、
高除染燃料製造設備保守経験者による机上検
討 保守作業に関する試験等により

（ ）小規模リサイクル試験
照射済の実燃料を用い、ペレット規模で再処理、燃料製造を
実施し、燃料製造各工程におけるMA,FPのふるまいに関する
データを取得する。
（２）遠隔燃料製造概念検討
簡素化ペレット法に関する技術開発（C-2、B-1～3、等）に基
づき製造設備概念を固める れを用 実用施設概念設

燃料サイクル実証
施設、実用施設に
適用する低除染
化技術を整備する
とともに、FaCTの
低除染TRUシステ
ム 絞り込 開燃料サイクル実証

施設、実用施設に
反映する。

討、Pu-3での保守作業に関する試験等により、
代表的な保守作業の成立性を確認したが、設
備運転信頼性、保守頻度、トラブル対応性等の
評価は簡素化ペレット法の製造設備概念を固
めた上で評価する必要がある。

づき製造設備概念を固める。これを用いて実用施設概念設
計研究でセル内遠隔保守、TRU取扱い等を考慮した網羅的
な設計検討を実施し、革新技術課題（セル内遠隔設備）の採
否判断を行う。
（３）低除染TRUサイクルについての評価
低除染TRUシステム概念絞り込みのため 低除染TRUサイク

ムの絞り込み、開
発ロードマップ検
討に反映する。

低除染TRUシステム概念絞り込みのため、低除染TRUサイク
ルに関する燃料開発、燃料製造上の得失を評価、整理する。
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４．４． FaCTFaCTフェーズフェーズⅡⅡにおける燃料製造技術開発の進め⽅における燃料製造技術開発の進め⽅
-- 20152015年までの開発計画案：設計研究年までの開発計画案：設計研究 --

開発要素 目的 現状 開発内容 目標

実用燃料施設 要素技術の開発成 FaCTフェーズⅠにおいて、200tHM/y規模の実用 簡素化ペレット法に関する技術開発（C-2、B-1～3、 FaCTの低除染実用燃料施設
概念検討

要素技術の開発成
果をもとにして、燃料
サイクル実用施設の
プラント概念を提示
する。

お て、 y規模の実用
燃料製造施設の概念検討を実施した。当初は経
済性のポテンシャルが最も高い大型セル方式を
検討したが、燃料供給を高い信頼性で担保する
ため、トラブル対応の柔軟性、システムの冗長性
等に優れる小型セル方式を選定した。

ズ 段階 は 簡素化ペ ト法を

簡素化 ット法 関する技術開発（ 、 、
等）による製造設備概念をもとにセル内遠隔保守、TRU
取扱い、設備保守、想定外故障に対する対応等につい
ての基本的考え方を定め、200tHM/y規模の実用燃料
製造施設の概念検討を行う。
概念検討の結果をもとに燃料製造コストの概略評価を
行うとともに 今後必要な研究開発計画を整理する

の低除染
TRUシステムの絞
り込み、実用シス
テム概念の提示、
開発ロードマップ
検討に反映する。

FaCTフェーズⅠの段階では、簡素化ペレット法を
構成する各工程の製造設備概念が固まっておら
ず、今後の開発で得られる製造設備概念をもと
に、遠隔製造の基本的な考え方を定め、システ
ム・プラント概念検討を行う必要がある。

行うとともに、今後必要な研究開発計画を整理する。

実証炉初装荷
燃料製造

要素技術の開発成
果をもとにして、実証

2025年頃に実証炉を運転開始するには、2020年
過ぎに実証炉初装荷燃料の製造を開始する必

供給オプションの検討を進めるとともに、要素技術開発
（A-1、2及びB-1～9）の成果を反映して、実証炉初装

実証炉初装荷燃
料製造に適用する燃料製造

事前検討
果をもとにして、実証
炉初装荷燃料製造
に適用可能な技術を
選定し、製造施設設
計に反映する。

過ぎに実証炉初装荷燃料の製造を開始する必
要がある。
五者協議会において、複数の初装荷燃料供給オ
プションを上げ、それらの実現可能性を検討して
いる。供給オプションの選択、実施主体決定等に
ついての進め方は、今後、五者協議会で調整、
確

（A 1、2及びB 1 9）の成果を反映して、実証炉初装
荷燃料製造に適用できる技術を選定する。
仏国との協力による実証炉燃料供給合理化の可能性
について検討する。

料製造に適用する
技術を選定し、製
造計画に反映する。

確認する予定である。
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5. 燃料サイクル技術開発の体制

国
・基本方針の設定、予算、プロジェクト評価

五者協議会
・技術開発の推進
第 処 構想検討

日本原子力研究開発機構

次世代原子力システム

電気事業者

・第二再処理構想検討
(機構がプロジェクトマネージャー)

基礎工学部門

量子ビーム部門
開発計画の立案
試験データの評価
プラントの設計研究

次世代原子力システム
研究開発部門

大学 研究機関

電気事業者
・プロジェクト実施協力バックエンド

部門

地層処分部門

プラントの設計研究
シミュレーションコード開発
サイクル諸量解析等

TRP CPF Pu-1・3

連携

大学・研究機関
・専門知識を活用した支援

地層処分部門

核不拡散
センター 等

TRP、CPF、Pu 1・3、
PIT施設等を利用した
試験の実施
試験装置の製作、維持等

メーカ*

・設計、エンジニアリング力
核燃料サイクル工学研究所・大

洗研究開発センター等

ジ グ が 検 等
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＊：メーカのエンジニアリング力が期待されるＲ＆Ｄや設計検討等を
メーカに発注しながら、サイクルの枢要技術を機構に集約。
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